
順
位

進
捗
状
況

評
価

A

A:当初の
目標を大
幅に上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

各課への連携提案
にあたり、担当間の
情報共有を踏ま
え、提案スキルの向
上に努め、重点事
業等の政策に関連
する提案を行う必
要があります。

・総務・政策・渉外の担当者ミーティ
ングを実施し、国及び都による補助
金に関する情報や、民間事業者と
の連携状況に関する情報を共有し
ました。
・担当者ミーティングを踏まえ、8月
末時点で、各課へ15件の提案をし
ました。（補助金活用の提案10件、
民間事業者との連携提案5件）

引き続き、担当者ミー
ティングで情報共有を図
り、各課への事業支援に
繋がる提案をしていきま
す。

市町村総合交付金の活用提案に加え、民間
事業者との包括連携協定や「公民連携窓口
Co-Laboまちだ」に寄せられた連携提案を活
用し、各課の事業支援をすることができまし
た。（補助金活用の提案10件、民間事業者と
の連携提案14件）

24件

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

庁内からの相談件
数について、目標
値変更後の件数が
達成に至りません
でした。公民連携の
促進には、職員の
さらなる意識醸成が
必要であるため、引
き続き、情報発信
や職員向けの研修
を実施します。
あわせて「オープン
イノベーションコミュ
ニティ」を運営する
ことで、庁内・外部
との共創の活性化
を図ります。

2 -

まちだ未来づ
くりビジョン２０
４０、町田市
５ヵ年計画22-
26の推進

まちだ未来づくりビジョン２０４０と、その実行計画で
ある町田市５ヵ年計画22-26に掲げる目標を達成す
るため、庁内の横断的な連携（調整や支援）を図り
ます。加えて、それぞれの取り組みが着実に実行
できるよう、企業版ふるさと納税制度を活用して町
田市の目指すまちづくりを広くPRし、共感を得るとと
もに、財源の確保に努めます。

企業版ふるさと納税制度
の活用による寄附件数

30件37件
※9月末時点
の実績を踏ま
えて上方修正
しました。

○

・「町田市５ヵ年計画22-26」の推進
に向け、取組の進捗状況を把握し
ながら、必要に応じて庁内各課との
調整・支援を行いました。2024年度
の達成度は重点事業プラン86％、
経営改革プラン96％となっており、
概ね順調に進捗しています。
・企業版ふるさと納税制度の活用に
よる寄附は、9月末時点で16件、
7,349,553円となっており、寄附件
数は前年同時期と比較して増加し
ています。
・「企業版ふるさと納税通信」を毎月
発行することで庁内各課の寄附募
集活動を後押ししました。また、委
託事業者と連携して全国の企業に
対してパンフレットを郵送するなど、
町田市の取組を広く周知しました。

・引き続き、「町田市５ヵ
年計画22-26」の取組推
進に向け、各課との調
整・支援を行います。
・多くの企業が決算期を
迎える年度下半期でのさ
らなる寄附獲得に向け、
庁内の積極的なPR活動
を支援・推進するととも
に、全国の企業へ町田
市のまちづくりを広くPR
し、共感を得ていきま
す。

・「企業版ふるさと納税通信」を毎月発行する
ことで庁内各課の寄附募集活動への意識を
高めるとともに、企業へのアプローチ等に際す
る支援を行いました。
・町田商工会議所ニュースへの記事掲載や、
税理士会の会合における市の取組のPRなど
を通じて、市内外の企業に対して寄附の募集
を積極的に呼びかけました。
・委託事業者と連携して全国の企業約6,700
社に対してパンフレットを郵送することや、個
別の企業ニーズに対して適宜提案を行うこと
で、町田市の取組を広く周知しました。
・これらの取組の結果、企業版ふるさと納税制
度の活用による寄附は年間で39件となりまし
た。

39件 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・制度についての
認知度が向上した
ことに伴い、企業側
からの寄附の相談
は増加しています。
・行政側からのPR
によって寄附に繋
がっているケースは
依然として少ない
状況であるため、引
き続き全庁に対す
る制度に関する周
知及びより効果的
な企業へのアプ
ローチ方法の検討
を行う必要がありま
す。

1 -
民間提案制度
の運営

市民サービスの向上や市の財政負担の縮減、歳入
確保等につながる提案を民間事業者から受け付け
る「町田市民間提案制度」を運用し、公民連携相談
窓口で相談を受け付け、提案内容による業務・実
務の効率化、サービス向上等を目指します。

庁内からの公民連携相
談窓口への相談件数

計画
類型

庁内からテーマ型の相談を15件受
けました。そのうち2件については、
テーマ型として民間事業者等から
の事業提案の募集を開始しました。

・11月に職員を対象とし
た、公民連携の意識醸
成のための研修を実施し
ます。
・その後に、職員アン
ケートを行い、改めて
テーマ型の募集を行い
ます。

上半期に庁内各課から15件の相談を受けまし
た。加えて、年度後半には個々の職員からの
アイディアを募集し、その提案のうち8件につ
いて相談を受けました。
また、Teams上に市の課題解決に関する自由
な意見交換の場として、専用グループ「オー
プンイノベーションコミュニティ」を設置し、試
行運用しました。

23件

15件25件
※既に当初の
目標値を達成
したため、変
更しました。

○

3

人
材
育
成

「改革・改善志
向」

限られた財源の中で、効果的に市の事業を進めて
いくため、担当者間で国や他の自治体等の情報の
共有や対話を行ったうえで、改革・改善のための提
案スキルを向上させていきます。
それを基に、各課に対し、事業計画の見直し支援・
補助金活用の提案・民間事業者との連携提案等を
行います。

各課への提案数 10件 ◎

部課名 政策経営部企画政策課

課の使命

誰もが夢を描くことができ、幸せを感じられるようなまちだの未来をつくり、”なんだ かんだ まちだ”と思えるまちを実現します。
まちだの未来をつくるため、以下の政策形成及び庁内各部課の支援を行います。
・市民の意思を適切に反映した市政運営となるよう、お客様の意見に耳を傾け、環境変化に対応した政策を打ち出します。
・各部課に対し、施策や事務事業に必要な情報を提供し、総合的な調整を行います。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

4

事
務
事
業
見
直
し

企業版ふるさ
と納税の企業
向けPRパンフ
レットの作成
見直し

企業版ふるさと納税において、企業向けに市の事
業をPRする際に活用しているパンフレットについ
て、より効果的に企業側に市のまちづくりに共感し
てもらえるよう検討し、見直しを実施します。

企業向けPRパンフレット
の見直し

実施 ○

・4月に2025年度版のパンフレット
（2,500部）を庁内各部署に配布し、
企業に対する寄附募集活動への活
用を広く周知しました。
・2025年度版のパンフレットのメリッ
トやデメリットについて整理を行い、
次年度に向けた改善ポイントを洗
い出しました。

・10月～11月に実施する
2026年度の掲載希望事
業照会において、パンフ
レットの活用状況につい
ても調査し実態を把握し
ます。
・照会・調査の結果や上
半期に洗い出した改善
ポイントを踏まえ、より効
果的なレイアウトや配布
方法を検討の上で必要
なページ数や部数を決
定し、3月に2026年度版
のパンフレットの作成を
完了させます。

・4月に2025年度版のパンフレット（2,500部）を
庁内各部署に配布し、企業に対する寄附募
集活動への活用を広く周知しました。
・10月にパンフレットの活用状況に関する全庁
調査を実施し、各部における配布部数にばら
つきがあることを把握しました。
・併せて、寄附企業が町田市の企業版ふるさ
と納税を認知した媒体に関する分析を実施
し、ホームページを経由した認知が大半を占
めることを把握しました。
・これらの取組を踏まえ、パンフレットの印刷部
数を減らして各部への配布部数を見直すこ
と、企業がホームページから町田市の取組を
確認しやすいようにパンフレットへの二次元
コードの掲載を充実させることなど、より効果
的なレイアウトや印刷内容を決定し、3月に
2026年度版のパンフレット作成が完了しまし
た。

実施 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・2026年度版のパ
ンフレットの活用状
況を把握しながら、
2025年度に実施し
た見直し内容の検
証及びより効果的
なPR手法を検討し
ていく必要がありま
す。



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

庁内職員からの認
知度の向上や研究
成果の各施策への
反映をさらに強化
するため、引き続
き、効果的な情報
発信について検討
します。

2 -
民間提案制度
の運営

市民サービスの向上や市の財政負担の縮減、歳入
確保等につながる提案を民間事業者から受け付け
る「町田市民間提案制度」を運用し、公民連携窓口
「Co-Labo まちだ」で相談を受け付け、提案内容に
よる業務・実務の効率化、サービス向上等を目指し
ます。「Co-Labo News」等の発行など、庁内に向け
た効果的な情報発信を行います。

①庁内からの公民連携
相談窓口への相談件数

②情報発信

①15件25件
※既に当初の
目標値を達成
したため、変
更しました。

②5回

○

①15件
・庁内からテーマ型の相談を15件
受けました。そのうち2件について
は、テーマ型として民間事業者等
からの事業提案の募集を開始しま
した。

②2回
・庁外向けとして、テーマ型の募集
開始のタイミングで1回プレスリリー
スしたほか、商工会議所NEWSの7
月号に民間提案制度の案内を掲
載しました。
・庁内向けには「Co-Labo News」を
2回発行し、制度の周知や進捗状
況に関する情報発信を行いまし
た。

①25件
・11月に職員を対象とし
た、公民連携の意識醸
成のための研修を実施し
ます。
・その後に、職員アン
ケートを行い、改めて
テーマ型の募集を行い
ます。

②5回
・引き続き、提案募集
テーマや採択された提
案内容の進捗状況等、
庁内外に広く情報発信
を行います。
・新たに事業者に対し
て、メールマガジンの配
信も開始し、制度の周知
を図ります。

①23件
上半期に庁内各課から15件の相談を受けまし
た。加えて、年度後半には個々の職員からの
アイディアを募集し、その提案のうち58件につ
いて相談を受けました。
また、Teams上に市の課題解決に関する自由
な意見交換の場として、専用グループ「オー
プンイノベーションコミュニティ」を設置し、試
行運用しました。
②7回
庁内向けに、「Co-Labo News」を7回発行し、
制度の周知や庁内で行われている公民連携
の取組に関する情報発信を行いました。
また、職員向けに公民連携と民間提案制度に
関する研修を1回実施し、職員の意識醸成を
行いました。

①23件

②7回
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

庁内からの相談件
数について、目標
値変更後の件数が
達成に至りません
でした。公民連携の
促進には、職員の
さらなる意識醸成が
必要であるため、引
き続き、情報発信
や職員向けの研修
を実施します。
あわせて「オープン
イノベーションコミュ
ニティ」を運営する
ことで、庁内・外部
との共創の活性化
を図ります。

1 -

「持続可能な
まち、町田へ
～ベッドタウン
からの脱却
～」に関する
調査研究

①町田市が働く環境やにぎわいの場所を充実さ
せ、単なる「ベッドタウン」から脱却することを目的と
して、既往研究の整理や情報収集等、有識者ヒアリ
ングによるアドバイスを得ながら、「持続可能なま
ち」となるために取り組むべき施策を提言します。
②研究の進捗状況や調査結果などに関して、庁内
外向けに情報発信をしていきます。

①提言の作成

②情報発信

計画
類型

①未作成
・研究テーマに関して、企業誘致と
団地の機能変革の基礎調査を行い
ました。
・企業誘致調査では、市内の産業
構造の分析や他自治体との比較を
行い、また、企業誘致に関する事
例収集を行いました。
・団地の機能変革に関する調査で
は、市内の団地に関する基礎情報
を整理しました。

②1回
・6月に本年度の研究開始のお知ら
せを公表しました。
・公表にあたっては、庁外向けとし
て、PRTIMESとPRWireを使って広く
周知しました。
・また、庁内向けには、「未来づくり
通信」を発行しました。

①作成完了
・基礎調査の結果に基づ
き、現地視察及び有識
者ヒアリングを行います。
・これらの結果をもとに、
年度末までに「持続可能
なまち、町田へ」の提言
を行い、報告書を作成
し、公表します。

②4回
・引き続き、研究の進捗
状況に合わせて情報発
信を行います。
・2026年3月に報告会を
開催し、研究結果を広く
発信します。

①町田市が持続可能なまちになるために、経
済、社会の視点から、環境分析、情報収集、ヒ
アリング、現地視察等の調査を行いました。
その結果、企業集積や団地の機能変革に関
する提言を取りまとめました。

②5回（庁外3回、庁内1回、報告会1回）
庁外に対しては、PR TIMESおよびPR Wireを
活用し、研究の開始、成果報告会の開催告
知、および成果報告について計3回にわたり
プレスリリースを行いました。
また、研究報告会を1回対面形式で開催し、
研究結果を広く対外的に発信しました。この
報告会は録画し、当日参加できなかった職員
向けにもアーカイブ配信を行いました。
加えて、庁内向けには、職員の関心を引くよう
な内容で研究の進捗状況をとりまとめた「未来
づくり通信」を発行しました。

①作成完了

②5回

①作成完了

②4回
○

部課名 政策経営部企画政策課　政策研究担当

課の使命
現在及び近い将来の東京圏・町田市の社会経済情勢の変化を調査及び検討し、町田市の進むべき方向性を提示するとともに、町田市が直面する課題に関する必要な調査及び研究を行い、成果を庁内に提供することで、市の政策形成に寄与し、市が直面する課題の解
決につなげます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、積極的に
ウェビナー等へ参
加するとともに、得
られた知見は、研
究活動のさらなる質
の向上と民間提案
制度の運用改善に
活かしていきます。

民間・行政が主催する研修会や
ウェビナーに計6回参加しました。

引き続き、研修会やウェ
ビナーに参加します。

民間・行政が主催する研修会やウェビナーに
計14回参加しました（研究業務関連10回、民
間提案制度関連4回）。参加を通じて、幅広い
分野の最新情報や先進事例を効率的に収集
できました。
これにより、調査研究業務においては、研究
テーマへの理解を深めるとともに、新たな発想
に基づく課題解決への多角的な視点を得ら
れ、研究の質の向上に寄与しました。
また、民間提案制度運営においては、先進事
例を参考にすることで、町田市の制度運営の
課題や改善策について検討することができま
した。

14回3

人
材
育
成

「チャレンジ志
向」

研究員の研究スキルを向上させるため、最新情報
や先進手法に関する研修会やウェビナーに参加し
ます。

研修の参加回数
12回 ○



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

2030年度の新施設
オープンを目指し、
事業を着実に進め
るため、2026年度
は、基本設計の完
了後、実施設計に
着手し、建設に向
けた詳細な検討を
進めます。

4

人
材
育
成

「目的志向」

・業務工程を明確化し、担当内で共通認識を持ち
ます。
・目標達成に向けて、定期的に現状分析シートに
基づく進捗状況を確認し、必要に応じて業務工程
の見直しを行います。

進捗状況の確認回数 20回 ○

・各業務の工程を明確化し、担当
内で共有しました。
・進捗状況の確認・報告を10回実
施し、担当全員で現状を把握し、目
標の達成に向けて、必要に応じて
スケジュールの調整を行いました。

・引き続き、各業務の進
捗状況の確認・報告を定
期的に実施します。

・業務の進捗に合わせて各業務の工程を担
当内で共有しました。
・進捗状況の確認・報告を20回実施し、担当
全員で現状を把握し、目標の達成に向けて、
必要に応じてスケジュールの調整を行い、着
実な業務の遂行と、仕事の意義や目的への
意識を醸成しました。

20回 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

次年度も引き続き
取り組みを継続し、
着実な業務の遂行
と、仕事の意義や
目的への意識の醸
成を図ります。

・教育センター既存施設の解体設
計に着手し、7月に委託事業者と現
地確認を行いました。
・6月に公募型プロポーザルを実施
し、新施設の基本設計委託事業者
を選定しました。8月に契約を締結
し、基本設計に着手しました。
・実施設計以降の事業手法の検討
のため、8月から9月にかけて、サウ
ンディング型市場調査を実施しまし
た。

・基本設計の中間レ
ビューを11月に実施しま
す。
・中間レビューの内容を
踏まえ、12月に再度サウ
ンディング型市場調査を
実施します。
・年度内に、実施設計以
降の事業手法を決定しま
す。
・1月末までに解体設計
を完了します。

・8月に新施設の基本設計を開始し、2026年5
月の設計完了に向け、11月に中間レビュー、
2026年3月に後期レビューを実施しました。
・2026年2月に基本設計における市民参加型
ワークショップを開催し、46件のご意見をいた
だきました。
・実施設計以降の事業手法を検討するため、
8～9月及び12～2026年1月に、サウンディン
グ型市場調査を実施しました。その調査結果
を参考に、事業手法について、公共施設は従
来方式により整備し、民間サービスは定期借
地権方式により公共施設整備とは別に事業者
を募集することに決定しました。
・8月に旧教育センターの解体設計を開始し、
1月末に完了しました。

①完了

②着手

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

公共施設再編に関
する方向性に基づ
き、公共施設再編
に関する具体的な
取組を整理し、町
田市公共施設等総
合管理計画及び町
田市公共施設再編
計画を2027年3月
に改定します。

2

個
別
計
画

学校跡地（町
田第三小学校
用地）の活用

・学校跡地となる町田第三小学校用地の活用に向
けた方向性を示す基本計画を2026年度に策定しま
す。
・2025年度は、基本計画策定に向け、2024年度に
行った「町田第三小学校跡地活用ワークショップ」
で考えられたコンセプト案を参考にしながら、コンセ
プト等を検討 し、活用の方向性を決定します。
・コンセプト等の検討にあたっては、町田第三小学
校跡地活用連絡協議会等を通して、跡地の周辺の
方と対話を重ねるとともに、活用のイメージの共有
化を図りながら進めていきます。

活用の方向性 決定 ○

・町田第三小学校周辺の町内会・
自治会の代表者等で構成される
「町田第三小学校跡地活用連絡協
議会」の第1回を6月に、第2回を9
月に開催し、町田第三小学校の跡
地活用の検討状況について、情報
共有及び意見交換を行いました。
・10月に予定している市民参加型
ワークショップの準備を行いました。

・引き続き「町田第三小
学校跡地活用連絡協議
会」を開催します（12月、
2026年2月の予定）。
・10月及び2026年1月に
市民参加型ワークショッ
プを開催します。
・コンセプトや導入機能、
ゾーニングなどの活用の
方向性を視覚的にデザ
インした「町田第三小学
校跡地活用コンセプト
ブック（仮称）」を2026年3
月に策定します。

・町田第三小学校周辺の町内会・自治会の代
表者等で構成される「町田第三小学校跡地活
用連絡協議会」を全4回（6月、9月、12月、
2026年3月）開催し、町三小跡地活用の検討
状況について、情報共有及び意見交換を行
いました。
・連絡協議会に加えて、より多くの市民と意見
交換を行うため、10月及び2026年1月に市民
参加型ワークショップを開催し、延べ85名（大
人55名、子ども30名）の方にご参加いただきま
した。
・コンセプトや導入機能、ゾーニングなどの活
用の方向性を決定し、視覚的に分かりやすく
デザインした「町田第三小学校跡地活用コン
セプトブック」を2026年3月に策定しました。

決定 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

2026年度は、2027
年度末の閉校後の
活用に向けて、基
本計画を策定する
必要があります。
「町田第三小学校
跡地活用連絡協議
会」や市民参加型
ワークショップを通
して、情報共有及
び意見交換を行い
ながら、基本計画の
検討を進めていき
ます。

1

個
別
計
画

町田市公共施
設等総合管理
計画及び町田
市公共施設再
編計画の改定

・町田市公共施設等総合管理計画及び町田市公
共施設再編計画の2026年度改定に向けて、検討
を進めます。
・町田市公共施設等総合管理計画検討委員会を
設置します。
・市民アンケート、公共施設の利用者アンケート、
市民参加ワークショップを実施します。
・公共施設再編に関する方向性案について、市民
の意見を募集します。
・公共施設再編への共通理解の促進に向けた取り
組みを実施します。

公共施設再編に関する
方向性

計画
類型

・町田市公共施設等総合管理計画
で示す「目指す姿」について、素案
を取りまとめました。
・町田市公共施設等総合管理計画
検討委員会を4月、7月に開催し、
情報共有及び意見交換を行いまし
た。
・市民ニーズを把握するために6月
に市民アンケートを3,000件郵送
し、963件の回答がありました。ま
た、7月に市民参加型ワークショッ
プを市内5ヶ所で開催し、53名の方
が参加しました。

・町田市公共施設等総
合管理計画で示す「公
共施設の管理に関する
基本方針」、「都市インフ
ラ施設の管理に関する
基本方針」の案を取りま
とめ、12月から1月にかけ
て、市民意見募集を行い
ます。
・町田市公共施設等総
合管理計画検討委員会
を10月、3月に開催しま
す。

・町田市公共施設等総合管理計画で示す「目
指す姿」「基本方針」について、案を取りまと
め、公共施設再編に関する方向性を決定しま
した。
・町田市公共施設等総合管理計画検討委員
会を年4回（4月、7月、10月、3月）開催し、計
画改定に向けた情報共有及び意見交換を行
いました。
・市民ニーズを把握するために市民アンケー
ト、市民参加ワークショップ、子どもの意見募
集を実施し、これらの結果を計画改定の内容
に反映しました。
・公共施設再編に関する方向性案（目指す
姿、基本方針等）について、12月から1月にか
けて、市民意見募集を行い、延べ49件のご意
見をいただきました。

決定決定 ○

3

経
営
改
革
プ
ラ
ン
/
全
庁
で
取
り
組
む

施
策

子ども・子育て
サポート等複
合施設整備等
事業の推進/
「子どもにやさ
しいまち」の実
現に向けた取
組

・子ども・子育てサポート等複合施設整備等事業に
ついて、2030年度の新施設オープンを目指し、教
育センター既存施設の解体設計及び新施設の基
本設計に着手します。
・地域に新たな価値を創出する民間サービスの併
設に向けて、事業手法の検討を行います。

①解体設計

②基本設計

①完了

②着手
○

部課名 政策経営部企画政策課　公共施設再編担当

課の使命 公共施設等マネジメントを着実に進めることで、財政状況が厳しさを増す中においても、社会環境や市民ニーズの変化に対応した公共サービスの維持向上を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 政策経営部経営改革室

課の使命
・社会環境の変化を捉え、市民目線と比較の視点を持って行政サービス改革を進めます。
・多様な意見を市政へ反映し、市民から信頼される市役所を目指します。
・様々なコラボレーションや経営資源の有効活用により、市民の利便性と市役所の生産性の向上を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①96%
2024年度は、33件の取組のうち、
達成率100％の取組が26件、95％
以上の取組が4件でした。取り組み
結果については、8月に公表しまし
た。

②100%
上半期に経営会議に付議した3件
は、全て承認となりました。

③-
事業の選定に向け、庁内意見募集
を及び他市の優良事例調査を行
い、事業エントリー調査に向け事業
所管課と調整を行いました。

①予算ヒアリング（10月）
や仕事目標年度末確認
（2月）の際に、進捗状況
を確認します。
また、必要に応じ、取組
の推進に向け所管課を
支援します。

②確実に承認が得られ
るよう、引き続き、関連部
署との調整に努めます。

③10月からの庁内各課
からのエントリー後、事業
選定を行います。

①96%
2024年度は、33件の取組のうち、達成率
100％の取組が26件、95％以上の取組が4件
でした。取り組み結果については、8月に公表
しました。

②100%
経営会議に付議した8件は、全て承認となりま
した。

③完了
各課へのヒアリングや、事業間の調整を行い、
2月に事業案を選定しました。

①96%

②100%

③完了

①80%

②100%

③完了

○ B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

①引き続き、経営
改革プランの進捗
状況を確認するとと
もに、必要に応じ部
門間調整等の支援
を行い、経営改革
プランの着実な実
施を図ります。

②引き続き、主要な
政策や行政計画の
策定に向け、所管
部署との調整や支
援を行います。

③2026年度中の策
定完了に向け、引
き続き調整を進め
ていきます。

2

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
人
材
育
成

人材の確保と
育成の推進／
「改革・改善志
向」

①-1 経営品質向上の考え方を踏まえ、市民目線と
比較の視点で行政サービス改革を進めることがで
きる、チャレンジ精神を持った職員を育成するた
め、以下の取組を実施します。

①-2 職員が、マネジメントの知識を身に着け、実践
できるようにするため、経営品質向上に関連した研
修を実施します。

①-3 経営品質向上の考え方や実践の仕方につい
て、職員への普及啓発を行います。

①-1　「経営品質向上活
動」を意識している職員
の割合

①-2経営品質向上に関
連した研修の受講者数
（e-ラーニング除く）

①-3「経営改革通信」の
発行回数

①80%

①-2 2024年
度以上（367人
以上）

①-3 8回

○

①-1
経営品質向上活動を意識している
職員の増加に向け、①-2、①-3の
取組を行いました。

①-2
・若手職員、新任係長職、新任管
理職を対象に、経営品質向上に向
けた研修を計4回実施し、197名の
受講がありました。受講者アンケー
トでは、「気づき」の重要性や、マネ
ジメントの思考法への理解度が深
まったなどの声がありました。
・会計年度任用職員を対象にe-
ラーニング研修を実施し、891名の
受講がありました。

①-3
市民目線をもって行政経営改革を
進める職員を育成するため、業務
改善の好事例や研修内容などを紹
介した「経営品質向上活動通信」を
4回発行しました。

①-1
1月に、経営品質向上活
動に関する職員アンケー
トを行い、「経営品質向
上活動」を意識している
職員の割合を調査しま
す。

①-2
「経営と変革研修」係長
編（3回）、管理職準備研
修、仕事目標管理職研
修、仕事目標サポーター
研修、正規職員向けe-
ラーニングを実施し、引
き続き、経営品質向上の
考え方の浸透に努めま
す。

①-3
「経営品質向上活動通
信」を4回発行します。

①-1　92.6%
以下①-2、①-3の取組を実施し、1月に、全
職員を対象とした、「経営品質向上活動」に関
するアンケートを行いました。その結果、「経
営品質向上活動」を意識している職員の割合
は92.6%でした。

①-2　４７0人
・年間を通じて、新規採用職員、主任昇格職
員、新任係長職、新任管理職、管理職試験
合格者、仕事目標サポーターに対して、経営
品質向上の考え方の研修を実施し、４７0人が
受講しました。
・また、6月に会計年度任用職員、1月に正規
職員にe-ラーニング研修を実施し、2.387名が
受講しました。

①-3　11回
市民目線をもって行政経営改革を進める職員
を育成するため、「経営品質向上活動通信」
を10回発行し、業務改善の事例や、経営品質
向上にかかる研修内容、伝わる日本語など、
全職員に向けて、市民目線と比較の視点を
もって行政経営改革を進めるための情報提供
を行いました。

①-1　92.6%

①-2　４７0人

①-3　11回

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

①②③
引き続き、経営品
質向上の考え方を
踏まえ、市民目線
でサービス改革を
進めることができ
る、チャレンジ精神
を持った職員を育
成していきます。
具体的には、企画
立案や事業改善
で、市民目線や比
較の視点を企画立
案や事業改善で実
践するための知識
や能力が習得でき
るように、研修内容
などを見直します。
また、「経営品質向
上」の好事例を紹
介し、考え方や手
法の普及啓発に努
めます。

1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

行政経営改革
の推進

①「町田市5ヵ年計画22-26」の経営改革プランの進
捗状況を随時確認し、必要に応じて、課題解決に
向けた部門間調整等の支援を行います。

②市長・副市長・教育長や関係部長が出席する経
営会議を開催し、主要な政策や行政計画の策定に
向け、所管部署との調整や支援を行います。

③（仮称）町田市5ヵ年計画27-31の策定に向けて、
事業案を選定します。

①経営改革プランの進
捗率

②経営会議の承認割合

③事業案の選定



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

3

経
営
改
革
プ
ラ
ン

事務事業の見
直し

①職員が、多摩26市や近隣人口同規模自治体、
中核市など、他自治体と町田市の比較をする際に
参考となる「自治体比較ガイドライン」を策定し、庁
内へ公表します。

②市に関連する官民のデータを集約し、生成ＡＩを
活用することで、誰でも簡単に、検索や分析、図表
やグラフを作成できるオンラインシステム「オープン
データファクトリーまちだ」を構築・公開します。

③各課の主体的な業務改善を支援し、行政サービ
ス改革を進めます。

①自治体比較ガイドライ
ンの策定・公表

②「オープンデータ ファ
クトリー まちだ」の構築・
公開

③ブレイクスルーチャレ
ンジの実施業務数

①策定・公表

②構築・公開

③5業務（累計
27業務）

○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①公表した「自治体
比較ガイドライン」
について、引き続
き、職員への周知
を行います。

②公開したシステム
について、庁内外
での活用を図りま
す。

③ 2026年度におい
ても、各部署の主
体的な業務改善を
支援し、行政サー
ビス改革を推進しま
す。

4

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
事
務
事
業
の
見
直
し

包括外部監査
の見直し

①2024年度の包括外部監査結果を分析し、他の
部署でも同様の問題が発生している可能性がある
事項について点検し、改善します。また、問題の再
発防止に向けた仕組みを構築します。

②包括外部監査人から受けた指摘事項等につい
て、監査対象部署の改善を進め、事務の適正性を
確保します。

①-1全庁的な改善

①-2仕組みの構築

②包括外部監査の措置
率(2020～2024年度実施
分)

①-1実施

①-2構築

②95%

○

①-1
・補助金等の要綱にサンセットの終
期設定をしていないものについて、
2025年度中に要綱を改正し、終期
を設定するよう全庁に通知しまし
た。

①-2
財政課、契約課、会計課と連携し、
4月に、係長昇任者（15名）と管理
職昇任者（10名）対して、財務会計
事務の一層の適正化に向けて、決
裁者及び確認者の能力向上を図る
ため、財務会計マネジメントを実施
しました。

②2023年度包括外部監査の指摘
事項等について、早期に措置でき
るよう、所管部署に改善を促しまし
た。

①-1
・引き続き、2024年度を
含む過年度の包括外部
監査及び定期監査の結
果を再点検し、関係課と
連携して改善策を検討し
ます。

①-2
・双方代理の回避に向け
て、関連例規を改正しま
す。
・終期を迎える補助金等
に係る効果の検証と、そ
れに基づいた継続等の
意思決定を、予算要求
前の手続きとし、これを
2026年度から実施できる
よう全庁に通知します。
・過年度の包括外部監
査及び定期監査の結果
の再点検により、必要に
応じた再発防止の取組
を実施します。

②
・引き続き、所管部署に
改善を促します。
・2020～2024年度実施
分の外部監査における
指摘事項等に対する措
置状況について、12月
に調査を行い、結果を3
月に公表します。

①-1 実施
過年度の包括外部監査及び定期監査の結果
を再点検し、財務マネジメント研修に反映させ
ました。

①-2 構築
2024年度の包括外部監査の結果を受けて、
同様の事象が発生することを防止するため、
以下の対応を行いました。
・財務会計事務の適正化に向けた職員の能
力向上のため、財政課、契約課、会計課と連
携し、財務会計マネジメント研修を実施しま
し、係長昇任者15名、管理職昇任者10名が
受講しました。
・双方代理の回避のため、関係例規を改正し
て、これを全庁に周知しました。
・補助金等の効果検証を定期的に行うための
「補助金交付事業に関する評価シート」を見
直しました。
・補助金等の効果検証を定期的に行うため、
終期が設定されていない35件の補助金等の
要綱について見直しを行い、要綱の廃止また
は、終期の設定を行いました。

②100%
2020年度～2024年度実施分の措置率は、所
管部署に改善を促した結果、100%となりまし
た。また、結果は、3月に公表しました。

①-1 実施

①-2 構築

②100%

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①引き続き、これま
での包括外部監査
及び定期監査で指
摘を受けた問題に
ついて、再発防止
のための取り組み
に取り組んでまいり
ます。

②これまでの包括
外部監査における
指摘事項はすべて
措置済みとなりまし
た。過去の監査で、
改善した事項を全
庁に展開します。

①比較対象ごとのメリットや留意
点、比較の手法をまとめた案を作
成しました。

②ユースケース検討のための所管
課へのヒアリングや、格納するデー
タの選定、システムの構築を進めま
した。

③5業務（累計27業務）
「公共施設の管理運営事務の効率
化」、「財務会計事務の適正化」や
「全庁的なアナログ規制の見直し」
など新たに5業務の改善に着手しま
した。また、職員の業務改善・改革
の意識醸成を図るため、入庁10年
目以内の職員や、テーマに関連す
る業務に従事する職員などを対象
に、事例発表会を実施しました。

①研修等で使用し、職員
の意見を反映させたうえ
で、12月に策定し、庁内
へ公表します。

②引き続き、構築に取り
組みます。

③引き続き、対象業務の
改善を進めます。

①策定・公表
比較対象ごとのメリットや留意点、比較の手法
をまとめた自治体比較ガイドラインをもとに、職
員を対象とした研修を実施し、12月に庁内へ
公表しました。

②構築・公開
所管課へのヒアリングや、格納するデータの
選定、システム構築を行い、3月に公開しまし
た。

③5業務（累計27業務）
・「公共施設の管理運営事務の効率化」、「財
務会計事務の適正化」や「全庁的なアナログ
規制の見直し」など、新たに着手した5業務お
よび継続して着手している2業務の改善を完
了しました。

①策定・公表

②構築・公開

③5業務（累計
27業務）



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

専門委員の提言
を、市政へ反映して
いきます。

12月に第2回町田市行
政経営監理委員会を開
催します。
また、2024年度の委員会
で専門委員からいただ
いた、EBPMに関する提
言等を「比較ガイドライ
ン」や「オープンデータ
ファクトリーまちだ」等の
取り組みに反映できるよ
う調整を進めます。

6件（累計28件）
2024年度の委員会で専門委員からいただい
た提言を受け、以下の取組を行いました。
・管理職及び係長に対し財務会計研修を4月
に実施
・比較ガイドラインを12月に策定
・オープンデータファクトリーまちだを2月に公
開
・「地域課題を解決するオープンイノベーショ
ン」を年度共通テーマとし、8月と12月に行政
経営監理委員会を開催しました。
・第1回では、「まちだの未来を切り開くオープ
ンイノベーションの推進」、第2回では「オープ
ンイノベーションを育む仕事の流儀」について
議論し、今後の行政経営の方向性や必要とな
る方策についての提言を専門委員から受けま
した。委員会の傍聴者数は、2回合計で216人
でした。

6件（累計28
件）

市民参加型事
業評価の開催
準備・改善プ
ログラムの進
捗確認／「子
どもにやさしい
まち」の実現
に向けた取組

①2024年度に開催した市民参加型事業評価※の
改善プログラムに基づき、事業改善を進めます。

②2026年度実施に向けた企画立案を進めます。

※市民参加型事業評価とは、市民と有識者で構成
する評価人チームが、評価対象事業について市の
事業担当者と事業の課題や解決策について対話
を行い、評価するものです。市は、評価結果を踏ま
え、事業の改善を進めます。

①市民参加型事業評価
の改善プログラム達成率
（2024年度開催分）

②2026年度市民参加型
事業評価の企画

①70%

②完成
○

①2024年度市民参加型事業評価
の改善プログラムの未達成分につ
いて、早期に達成できるよう、所管
部署に改善を促しました。

②2026年度実施に向けて、企画立
案を進めています。
・8月に市政モニターを実施し、評
価対象分野選定のためのアンケー
トを実施しました。

5

経
営
改
革
プ
ラ
ン

町田市行政経
営監理委員会
の開催

「町田市行政経営監理委員会」を開催し、委員から
いただいた助言・提言を、行政サービス改革の施
策立案につなげます。

行政経営監理委員会か
らの助言・提言の市政へ
の反映数

5件（累計27
件）

○

・「地域課題を解決するオープンイ
ノベーション」を年度共通テーマと
し、8月1日に第1回町田市行政経
営監理委員会を開催（110名傍聴）
しました。委員会では、これまでの
オープンイノベーションの取組に関
するノウハウの活用方法や、今後の
展望について議論し、人事交流や
人材育成等に関する提言を専門委
員から受けました。
・2024年度の専門委員からの提言
を受け、12月に策定予定の「比較
ガイドライン」（案）を作成しました。
また、「オープンデータファクトリー
まちだ」の構築を進めました。

①
・引き続き、所管部署に
改善プログラムの達成を
促します。
・2024年度の改善プログ
ラムの達成率について、
12月に調査を行い、結
果を3月に公表します。

②引き続き、2026年度実
施に向け、企画立案を進
めます。子どもにやさし
いまちづくりを、より推進
するため、評価対象分野
選定のため、市内の学
校などに協力いただき、
中高生などの意見を聴
取します。

①89.5%
所管部署に改善プログラムの達成を促した結
果、2024年度開催分の達成率は、89.5%でし
た。達成率については、3月に公表しました。

②完成
・2026年度の市民参加型事業評価事業の評
価対象の事業について、8月から12月にかけ
て、市政モニター、町田ちょこっとアンケートの
ほか、キャリア教育プログラム実習生、市内在
学の高校生及び中学生、行政経営改革に関
する連携協定を締結している中央大学の学生
などの若者の意見を聴取し、分野選定を行い
ました。

①89.5%

②完成
B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

①2026年度に達成
率が目標値の90%
以上となるよう、引
き続き、各所管課に
対し、改善プログラ
ムの進捗状況の確
認及び改善に向け
た支援を行います。

②2026年度は、企
画に基づき、11月
の本番に向け、市
民参加型事業評価
事業を実施します。

7

事
務
事
業
見
直
し
／
人
材
育
成

業務の効率化
／「改革・改善
志向」

課内事務の改善に取り組みます。個々の職員が課
題の発見や改善案の検討を主体的に行い、課内
で話し合うことで業務の改善につなげます。

事務の改善件数 5件 ○

4件
個々の職員が課題の発見や改善
案の検討を主体的に行い、以下の
業務改善を行いました。
・部長会議の運営方法の変更
・経営会議資料の配布方法の変更
・市民参加型事業評価の企画に若
者の意見を反映
・重要案件報告の報告方法の見直
し

引き続き課内事務の改
善に向けた取組を進め
ていきます。

6件
年間を通じ、以下の業務改善を行いました。
・部長会議の運営方法の変更
・経営会議資料の配布方法の変更
・市民参加型事業評価の企画に若者の意見
を反映
・重要案件報告の報告方法の見直し
・業務委託の内製化（事務事業見直し）
・事業内容の見直し（市民参加型事業評価）

6件 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き課内の事
務改善に努めま
す。

6

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／

事
務
事
業
見
直
し



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 政策経営部デジタル戦略室

課の使命
・情報セキュリティの三要素である完全性、可用性、機密性を確保し、情報システムを運用するとともに、市民の財産である情報を守ります。
・情報通信技術（ICT）を駆使し、デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進することで、市民の利便性の向上と市役所の生産性向上を図ります。
・デジタル技術を活用し、多様な地域課題の解決や地域の魅力向上など新たな価値の創出を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①有資格者による情報セキュリティ
外部監査を、24課を対象に実施し
ました。

②新規採用職員84名を対象に、情
報セキュリティ研修を実施しました。
また、マイナンバー制度に関わる事
務を行う職員456名を対象に、e-
ラーニング研修を実施しました。

③災害によるネットワーク障害を想
定した業務継続訓練の実施に向け
て、訓練内容の詳細検討を開始し
ました。

①
・監査で指摘があった部
署に、改善計画書の作
成を依頼し、改善状況を
確認するためのフォロー
アップ監査を行います。
・情報システムのセキュリ
ティ対策状況を確認する
「技術監査」を2件実施し
ます。

②
・10月の新規採用職員を
対象に、情報セキュリ
ティ研修を実施します。
・全職員を対象に、情報
セキュリティ対策や個人
情報保護に関する研修
を実施します。
・標的型攻撃メール訓練
を実施します。

③ネットワーク障害を想
定した業務継続訓練を
実施します。

①
・運用面の監査を24課を対象に実施するとと
もに、指摘事項へのフォローアップ監査を実
施しました。
・技術監査を、「AIナビゲーター」と「オープン
データファクトリーまちだ」に対して行い、サイ
バー攻撃に対する安全性を確認しました。

②
・全職員を対象とした情報セキュリティ研修、
新規採用職員を対象とした初任者向け情報
セキュリティ研修、標的型攻撃メール訓練等、
合計7件の研修や訓練を実施し、延べ4,322
名が受講しました。

③
・12月に、災害時に市庁舎の通信回線が使用
不能となった想定で業務継続訓練を実施しま
した。災害時に単独で動作する衛星通信回
線を用いて、災害対応業務に必要な住民記
録システムや防災システムなど、基幹システム
が利用可能であることを確認しました。

①100％

②99％

③実施

①100％

②95％

③実施

○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①
情報セキュリティ確
保のため、継続的
に有識者による外
部監査を実施しま
す。

②
高度化するサイ
バー攻撃の脅威や
最新のセキュリティ
トレンドを踏まえて、
研修内容をアップ
デートし、職員の更
なるリテラシー向上
に努めます。

③
IT-BCP基本計画に
基づく訓練を定期
的に実施します。ま
た、衛星通信回線
の常設化に向けた
検討を行います。

2

個
別
計
画

デジタル化施
策の推進

①3名の外部有識者で構成する「町田市デジタル
化推進委員会」を開催し、町田市のデジタル化政
策について提言をいただきます。

②町田市情報化推進本部会議を開催し、全ての部
署とデジタル化施策の実施状況を共有することで、
デジタル化施策の横展開と職員への意識啓発を図
り、市役所全体でDXを推進します。

①町田市デジタル化推
進委員会の開催回数

②町田市情報化推進本
部会議の開催回数

①2回

②12回
◎

①8月に、「町田市デジタル化総合
戦略2024改定の方向性について」
をテーマとして、委員会を開催しま
した。
会議はオンラインで開催し、166人
の方に傍聴いただきました。
有識者からの提言に基づき、AIの
利活用を戦略の柱の1つとする「町
田市デジタル化総合戦略2025」へ
改定しました。

②本部会議を7回開催しました。庁
内DX事例の横展開や、情報セキュ
リティ対策などをテーマとして扱い、
全部署への意識啓発を図りました。

③東京都が主催する区市町村
DXaward2025などのDX施策コンテ
ストに、窓口予約サービスの導入や
配管設備点検のデジタル化など、
11件の取組を応募しました。

①2月に、第2回委員会
を開催します。また、改
定した「デジタル化総合
戦略2025」に基づき、生
成AIの利活用等に取り
組みます。

②上半期に引き続き、本
部会議を開催します。

③一次審査を通過した
場合、最終審査で発表
を行います。

①2回開催
・8月に「町田市デジタル化総合戦略2024改
定の方向性について」を、2月には「AIエー
ジェント時代のオペレーション改革」をテーマ
として、委員会を開催しました。
・会議はオンラインで開催し、合計で364人に
傍聴いただきました。
・有識者からの提言を踏まえ、生成AI戦略を
柱として、「町田市デジタル化総合戦略2025」
に改定しました。

②14回開催
本部会議を14回開催しました。庁内DX事例
の横展開や、情報セキュリティ対策の意識啓
発を図りました。

③
・「AIナビゲーター」をはじめとする生成AIの取
組が、一般社団法人Generative AI Japanと日
経ビジネスが開催した「生成AI大賞2025」で
優秀賞を受賞しました。
・「Tokyo区市町村DXaward2025」でもAIイノ
ベーション賞を受賞し、4年連続の受賞となる
ほか、5案件が最終選考に選出されたのは町
田市のみです。
・生成AIの取組については、5月に発刊された
ヒューマンインタフェース学会誌への寄稿や、
GovTech東京主催イベントをはじめとした各種
講演を実施したほか、メディアからの取材等を
17件、他自治体等からの視察を27件受けまし
た。

①2回

②14回

③11件（うち2
件受賞）

A

A:指標を
上回る成
果を達成
したこと
に加え、
DX施策
コンテス
トでの受
賞や、多
数の取
材を受け
るなど、
DXの取
組の横
展開を全
国的に
リードす
る成果が
あったた
めです。

①国のデジタル化
政策に深く関わる
外部有識者から提
言を踏まえて、町田
市のデジタル化施
策を迅速かつ的確
に進めます。

②引き続き、町田
市情報化推進本部
を開催し、市役所
全体でDXを推進し
ていきます。

③引き続き、生成AI
をはじめとしたトレン
ド技術をキャッチ
アップし、先駆的な
DXに取り組みま
す。

1

個
別
計
画

情報セキュリ
ティの確保

①外部有識者による情報セキュリティ監査を行い、
情報セキュリティポリシーの順守状況を確認のうえ、
改善します。
情報セキュリティ監査実施にあたっては、運用監査
をマイナンバーを取り扱う24課を対象に実施し、技
術監査をクラウド化された情報システムを対象に2
件、計3件実施します。

②新たな情報セキュリティの脅威やその対策等に
ついて、職員研修を実施します。

③災害時の速やかなシステム復旧を実現するた
め、ＩＴ－ＢＣＰ基本計画（情報システムにおける事
業継続計画）に基づき、訓練を実施します。

①情報セキュリティ外部
監査の実施率

②研修を受講した職員
の割合

③業務継続訓練の実施



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

3

個
別
計
画

情報システム
の標準化

市民生活と関連の強い、市税や福祉などの基幹業
務で使用するシステムについて、国が定める標準
仕様に準拠したシステム（標準準拠システム）に刷
新します。
2025年度は、税務システムや福祉システム戸籍シ
ステムや選挙システムなど、14業務3業務のシステ
ムを標準準拠システムに移行することで、すでに標
準化を完了した4業務と合わせて18業務7業務を標
準化します。
※税務システム（5業務）及び福祉システム（6業務）
の事業者から標準化時期延期の申し入れを受けた
ため、業務数を変更しました。

20の基幹業務システムの
うち標準準拠システムに
移行した業務数

18業務
7業務
※税務システ
ム（5業務）及
び福祉システ
ム（6業務）の
事業者から標
準化時期延期
の申し入れを
受けたため、
業務数を変更
しました。

○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

事業者から標準化
時期延期の申入れ
を受けた4システム
は2027年度まで
に、標準準拠シス
テムへの移行を進
めます。

4

経
営
改
革
プ
ラ
ン

デジタルトラン
スフォーメー
ションの推進

①市民がインターネット経由で行政手続等が行え
るようになる、オンライン手続の拡充により、市民の
利便性向上を図ります。

②市民の利便性向上と市役所の生産性向上を組
織横断的に検討する、“e-まち”実現プロジェクトを
推進します。

③各部署におけるDXのボトムアップを図るため、
DX推進ミーティング「デジラボ」を開催し、行政手
続のオンライン化や業務の効率化に関し、業務所
管課を支援します。

①オンライン化した手続
累計件数

②“e-まち”実現プロジェ
クトの取組累計件数

③DX推進ミーティング
「デジラボ」の取扱案件
数

①611件703件
※上半期の達
成状況を踏ま
え、上方修正
しました。

②161件176件
※2024年度の
達成状況を踏
まえ、上方修
正しました。

③60件

◎

①　累計648件
住まいの防犯対策補助金や、高齢
者補聴器購入費助成金の交付申
請など、新たに95件の行政手続を
オンライン化しました。

②　累計160件
行政手続検索サービス「AIナビ
ゲーター」をバージョンアップし、市
ホームページ情報も案内できるよう
にするなど、新たに14件の業務改
善を実施しました。

③ 47件
DX推進ミーティング「デジラボ」を
開催し、決算資料の分析における
生成AIの活用など、47件のDX相談
を受け、各部署の業務改善に向け
た支援を行っています。

①業務所管課への伴走
型支援により、行政手続
のオンライン化を推進し
ます。また、オンライン行
政手続の利用率向上の
ため、利用率が低い手
続の改善を支援します。

②町田市ホームページ
の検索チャットボットを
「AIナビゲーター」にリ
ニューアルし、音声対応
機能を追加します。ま
た、オープンデータファ
クトリーまちだを構築しま
す。

③DX推進ミーティング
「デジラボ」を開催し、各
部署のDXを推進しま
す。

①-1　累計752件
手続所管課へのオンライン化の伴走支援を行
い、ひとり親家庭等の医療費助成制度現況届
や、軽自動車税標識交付証明書の再発行、
士業者による住民票等の職務上請求のオンラ
イン化など、新たに199件をオンライン化しまし
た。
また、利用率向上に向けて、オンライン申請の
利用者のご意見を手続所管課へ共有し、申
請フォームの改善に取組みました。

①-2　100%
認知症サポーター登録申請や、町田市在宅
高齢者紙おむつ支給事業利用申請など、計
31件の行政手続をオンライン化し、全212件の
手続きのオンライン化が完了しました。

②累計176件
町田市ホームページの検索チャットボットを
「AIナビゲーター」にリニューアルしました。ま
た、市のオープンデータの検索や分析にAIを
活用した「オープンデータファクトリーまちだ」
を導入するなど、30件のDXの取り組みを推進
しました。

③101件
DX推進ミーティング「デジラボ」を開催し、DX
を推進しました。主な取組は以下のとおりで
す。
・休暇や年末調整の電話対応を自動化するた
めに、AIを活用したQAチャットボットを5件導
入しました。
・介護DXとして、介護認定調査業務のAI審査
導入、介護認定審査会のオンライン化対応を
行いました。
・その他、保活ワンストップサービスの導入
や、eLTAXの住民税オンライン申告を開始し
ました。

①　累計752
件

②　累計176
件

③　101件

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

①引き続き、行政
手続のオンライン化
を支援するととも
に、利用率向上に
向けた取組を実施
していきます。

②オープンデータ
ファクトリーまちだの
コンテンツを充実さ
せ、データ利活用
の推進を図ります。
また、業務審査AI
や、QAチャットボッ
トの導入を進め、職
員の業務効率化を
図ります。

③ デジラボを通じ
て、職員発意のDX
を進めるとともに、
AIを活用した、業務
のDXを進めます。

・保健所システムについて、4月に
標準準拠システムへの移行を開始
しました。
・戸籍システム及び選挙システムに
ついて、9月に標準準拠システムへ
の移行を開始しました。
・税務システム及び福祉システムに
ついては、事業者から標準化時期
延期の申し入れを受けました。2026
年度の標準化完了に向けて、事業
者とスケジュール調整を行いまし
た。

保健所システム及び戸
籍システムについては1
月に、選挙システムにつ
いては3月に標準化を完
了するよう、3業務の移行
作業を継続します。

・保健所システムと戸籍システムは、2026年1
月に標準準拠システムへの移行が完了しまし
た。また、選挙システムは、2026年3月に移行
が完了しました。
・税務システムと福祉システムは、2026年9月
の移行に向けた作業を行います。

7業務



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

①
・引き続き、ペー
パーレス化を推進
するために、庁内
周知を行います。

②
・コンピューター室
の縮小に向けて、
残存する機器の移
設を行います。

①
・12月に複合機を更改
し、台数を50台から27台
に削減します。
・複合機の台数削減に
よって生じる余剰スペー
スの活用方法を検討しま
す。

②
・残存する不要機器を撤
去し、コンピュータ室の
一部を別用途に転用しま
す。
・2026年度の更なるサー
バ縮小に向けて、ネット
ワークの配線整備の設
計を行います。

①
・複合機の台数を23台削減し、27台（46％削
減）となりました。
・複合機の台数削減によって生じた余剰ス
ペース（約50㎡）は、打ち合わせスペースなど
へ転用しました。
・運用コストについては、一般競争入札を実施
した結果、5年総額約1,300万円削減しまし
た。

②
・不要機器の撤去を行い、コンピューター室の
35％を庁舎管理部門に返却しました。

①27台（46％
減）

②35％

「目的志向」

・係ごとに、自組織の現状と、環境変化や他自治体
動向を整理するために、職員同士が話し合う機会
を設けます。その上で、係の課題抽出と目標設定
を行い、年間の工程表を共通ツールを用いて作成
します。
・係単位の年間の工程表を作成することで、目標達
成のためのステップを意識した業務推進を行うとと
もに、繁忙期を見据えた業務の平準化を個々が意
識できるようにします。
・各係の目標や工程表を課全体で共有し、全ての
職員が目的意識をもって業務を推進できるようにし
ます。

係単位の年度目標と、達
成に向けた工程表の作
成

全係の目標設
定と工程表作
成完了

○

・職員個々が、事業目的や計画性
を意識した業務遂行ができるよう、
係単位で職員同士が話し合い、係
単位の年度目標と達成に向けた工
程表を記載した「係別事業計画」を
作成しました。
・「係別事業計画」を活用し、事業
進捗や職員の繁忙状況について、
担当者と管理職で月1回確認を行
いました。

5

事
務
事
業
見
直
し

コンピュータ室
の廃止／「ゼ
ロカーボンシ
ティまちだ」に
向けた取組

①複合機リース更改に伴い、配置台数を削減しま
す。

②業務システムのクラウド化を推進することで、自
前のサーバを撤去し、市庁舎のコンピュータ室を廃
止します。

①複合機配置台数の削
減

②コンピュータ室の機器
を撤去し、コンピュータ室
の新たな用途への転用
開始コンピュータ室の縮
小割合
※数値目標にするため
修正しました。

①40台（20％
減）

②機器撤去
・用途の検討
35%
※数値目標に
するため修正
しました。

○

①
・印刷枚数が多い部署にヒアリング
を実施しました。職員別の印刷枚
数のデータを提供し、要因分析と
改善検討を支援しました。
・ノート型端末を職員全員に配備し
たことによるペーパーレス化の状況
を踏まえ、複合機の台数を50台か
ら27台に削減するよう見直しまし
た。

②
・コンピュータ室に設置していた庁
内クラウド基盤の撤去を行いまし
た。
・コンピュータ室の更なる縮小に向
けて、残存する機器の移設や、ネッ
トワークの配線設計を検討しまし
た。

「係別事業計画」の上半
期振り返りを行い、定期
的に確認・見直しを行い
ます。

・「係別事業計画」を活用し、各職員が計画性
をもって業務をコントロールしたことで、職員の
平均時間外勤務時間数を20%削減できまし
た。
・事業進捗や職員の繁忙状況について、担当
者と管理職で月1回確認を行いました。定期
的な状況確認により、過度な負担の集中を避
けることができ、勤務間インターバルを11時間
以上確保できた割合は93.0%となり、2024年度
実績の79.2%から大きく改善しました。

全係の目標設
定と工程表作
成完了

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

「係別事業計画」の
振り返りを行い、職
員の負担をより平準
化できる内容に見
直して、次年度の
「係別事業計画」を
作成します。

6

人
材
育
成



順
位

進
捗
状
況

評
価

D

D:取り組
みました
が、成果
が不十
分である
ためで
す。

・理事者が政策等
について考究する
時間や重要な決裁
に集中するため、
執務時間を確保す
る必要があります。
余裕を持ったスケ
ジュール調整を行う
とともに、内容を精
査し、打合せ回数
の削減を行いま
す。

2

人
材
育
成

「チームワーク
志向」

理事者の考えや求めていることを把握し、日々の執
務を円滑に補佐できるよう、秘書能力やチームワー
クの向上に資する研修を実施します。

課内研修の実施回数

4回　　5回

※3月末の数
値を踏まえた
目標値に修正
しました。

○

・秘書課職員に求められる知識や
能力の向上研修として6月に、コミュ
ニケーション力向上研修を2回行い
ました。（第1回・第2回）

・公職選挙法に関する研
修議会と秘書課の関わり
に関する研修を行いま
す。（第3回）
※派遣講師の調整がつ
かず、内容変更しまし
た。

・秘書能力向上研修を2
回実施します。（第4回・
第5回）

・上半期に2回の研修を実施し、下半期には
当初の計画になかった研修も積極的に実施し
ました（5回）。その結果、目標を上回る計7回
の研修を達成することができました。

・秘書能力向上研修として9月に、「接遇力」
（第3回）、「段取り力」（第4回）を実施しまし
た。

・10月に、総務課職員を講師に招き、「議会と
秘書課の関わりに関する研修」（第5回）を実
施しました。

・秘書能力向上研修として12月に、「問題解決
力」（第6回）、「気づき力」（第7回）を実施しま
した。

7回 B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

・理事者への安定し
たサポートを行うた
め、秘書能力の向
上を図る必要があり
ます。引き続き、業
務上必要とされる知
識についての研修
を実施します。

1 -
適切な日程管
理

理事者との打合せ予約受付時に内容を精査し、軽
易な内容の場合には資料のみの報告とするなど、
理事者のスケジュールを過密にせずに、決裁や執
務に当たる時間を確保します。

市長の決裁・執務時間を
60分以上確保できた営
業日の割合
※営業日・・・出張日を除
き市庁舎で勤務した日

計画
類型

・理事者との打合せ予約の受付時
に、内容を精査し、軽易な内容の
場合には報告資料の差し入れとし
たことで、打合せ回数の削減を行
いました。

・上記の取組の結果、「市長の決
裁・執務時間を60分以上確保でき
た営業日の割合」は、80％であり、
目標値を上回った数値を確保でき
ています。

引き続き上半期の取組を
継続的に行い、決裁や
執務に当たる時間の確
保に努めます。

・理事者との打合せ予約の受付時に、内容を
精査し、軽易な内容の場合には報告資料の
差し入れとしたことで、打合せ回数の削減を行
いました。

・下半期においても、内容の優先度に応じ、
上記取組に努めましたが、議会関連の打合せ
や、出張等の対外的公務が増加したため、目
標達成にはわずかに届きませんでした。

73%

76％以上
77％以上

※3月末の数
値を踏まえた
目標値に修正
しました。

○

部課名 政策経営部秘書課

課の使命
・市長の政策判断、行政運営がスムーズに行われるように、市長と庁内のパイプ役となり、打合せ等のための適切なスケジュール管理や正確な情報の収集と提供に努めます。
・市長と町内会・自治会等の市政協力団体、議員や各市町村等の庁外の良好な関係づくりをサポートし、市長の政策目標実現のための環境を整備します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

・引き続き、事務の
効率化を図る必要
があります。課内で
の情報共有を徹底
することで、業務の
効率化を図ります。

4

事
務
事
業
見
直
し

事務事業見直
し

物価高騰の影響を考慮し、町田市表彰式の被表
彰者への記念品について、見直しを行います。

町田市表彰式の被表彰
者への記念品の見直し

実施 ○

・6月に、記念品を授与している多
摩地域の7市に、記念品の贈呈状
況についての聞き取り調査を実施
しました。また、発注業者に対し、
今後の価格変動の見込みや代替と
なる仕様についての聞き取りを実
施しました。

・調査結果を基に、記念
品の見直しを行います。

・6月実施した聞き取り調査の結果を基に、記
念品の素材について、比較的安価で価格が
安定している素材を使用する仕様に見直しを
行いました。

実施 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・引き続き、物価高
騰の影響を注視し
ていきます。

・7月に、理事者のスケジュール管
理に関する業務量調査を実施しま
した。

・日毎の課内打合せや、定期的な
担当間での打合せにより、情報共
有を徹底するとともに業務を分担
し、業務量の平準化を図りました。

・「時間外勤務時間の平均」は、目
標を上回る月9時間／人に抑えるこ
とができています。

・業務量調査の結果を踏
まえ、理事者との打合せ
予約受付時の効果的な
運用方法の見直しを行
います。

・引き続き、課内や担当
間での打合せを行うとと
もに、日ごろからの声が
けを行うなど、業務量の
平準化を図ります。

・「時間外勤務時間の平均」は、目標を大幅に
上回る月約7時間／人に抑えることができまし
た。

・日ごとの課内打合せや定期的な担当間での
打合せを通じて、情報共有を徹底し、業務の
効率化を図りました。

・12月に、理事者との打合せ予約システムの
入力項目を見直した結果、確認段階における
各課への差し戻しが減少し、各課の利便性と
秘書課の効率性が向上しました。

月7時間／人3 - 業務の効率化

・理事者との打合せ予約受付時の効果的な運用方
法の検証・見直しをしていきます。

・担当者間での業務量の平準化を図ります。

時間外勤務時間の平均 月13時間／人 ○



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 政策経営部広報課

課の使命
○市とお客さまとの接点・橋渡し役となります。
○市民が市政に興味を持ち、参加したくなる広報活動を目指します。
○市民の町田への愛着・誇りの向上、市外からの町田への関心・憧れの醸成を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①民間企業とコラボレーションし、
若者が町田の魅力の動画作成を行
う企画の準備や、下半期に出展す
るイベントの調整を行いました。

②現行計画の振り返り及び課題抽
出を行い、素案作成に必要な検討
をするため、庁内検討委員会の設
置及び市民ワークショップ、事業者
ヒアリングの準備を行いました。

③23本の記事を公開し、75,470PV
となりました。

①若者による動画作成
企画の実施のほか、民
間企業のイベントに出展
し、町田の魅力をより幅
広い層に発信します。

②市民ワークショップ、
事業者ヒアリング、庁内
検討委員会での意見交
換をもとに、素案を作成
します。

③下半期も定期的に記
事を公開するとともに多
くの方の共感が得られる
よう、サイトの構成や記事
内容を見直します。

①5回
・民間企業の持つノウハウや発信力を活かし、
若者が新たな視点で町の魅力を発信する動
画作成企画を実施しました。
・民間企業主催のイベントへ2回出展し、これ
まで市が単独ではアプローチできなかった幅
広い層に町の魅力を直接PRしました。
・民間旅行会社と連携し、近隣在住の大学生
による市の魅力発見企画を実施しました。実
施後には大学生の町田市探訪のレポートが
雑誌メディアに紹介されました。
・不動産広告会社とタイアップし、マンション購
入検討者向けの案内に「子ども施策」「中心市
街地開発」のWEB記事を出しました。
・若年層に人気の高い「アイドルマスター」との
コラボレーションを通じて、市の新たな魅力と
既存の魅力を掛け合わせる取組を開始しまし
た。コラボ発表の反響は大きく、2日間で5,000
件以上のSNS投稿、投稿に対し3,300万人の
閲覧がありました。
②素案作成完了
・現行計画の成果と課題を分析するとともに、
市民ワークショップ、事業者ヒアリング、庁内検
討委員会を通じて、多様な意見を収集・集約
しました。これらを反映させることで、実効性と
共感性の高い計画の土台を築き、「（仮）シ
ティプロモーション基本計画27－31」の素案
作成を完了させました。
・市民ワークショップの動画は5万回超再生さ
れるなど、作成過程において多くの市民の関
心を集めることができました。
③150,000回
・シティプロモーションサイトを定期的に更新
し、市の魅力を発信しました。アクティブユー
ザーは約8.5万人、約15万PVを獲得しました。
・初めてアクセスした人にもわかりやすく、読み
たくなるシティプロモーションサイトの構成や
見せ方について、改善点を検討しました。
2026年4月から順次反映します。

①5回

②素案作成完
了

③15万回

①2回

②素案作成完
了

③14万回

○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

【課題】
・現在の取組をさら
に強化し、効果的
なシティプロモー
ションを行うため、
次期計画を策定す
る必要があります。
・新たな魅力の創
出の効果を最大限
発揮するため、他
部署と連携して進
める必要がありま
す。

【対応】
・次期シティプロ
モーション基本計
画を策定します。
・民間や他部署と連
携して、事業を推進
します。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

シティプロ
モーションの
推進

①町田の魅力をより幅広い層に伝えるため、民間
企業と連携したイベント出展等を行います。

②次期シティプロモーション基本計画の素案を作
成します。

③市内外の方から共感を得るため、町田ならでは
の人やモノ、コトを情報発信するシティプロモーショ
ンサイトの運用を行います。

①民間企業との連携数

②次期シティプロモー
ション基本計画素案作成

③サイト累計PV数



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

3

事
務
事
業
見
直
し

情報発信の在
り方の検討
広報まちだの
あり方の見直
し

市民にとってより分かりやすく、親しみやすい情報
発信を目指し、広報紙やSNS等の情報発信のあり
方について見直すための情報収集及び方向性の
検討を行います。
広報まちだを経済的かつ効率的に発行するための
あり方について、市民意識調査や民間の専門的知
見をもとに、最適な発行頻度や発行日、紙面体裁
等について整理します。

※取り組み内容が具体化し、内容を詳細に明記す
るため、修正します。

方向性の確定
最適な発行様態の整理

確定
整理完了

○

2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

顧客に合わせ
た情報発信の
充実

①市民・団体・事業者など多様な主体が町田の魅
力を積極的に発信する機会を作ります。また、報道
機関に取り上げられやすいように発信内容の充実
を図ります。

②市の情報がより多くの市民に届くよう、情報ツー
ルの周知を継続的に進めます。また、電子媒体の
利用を促進するため、民間企業等と連携しスマート
フォン講座を開催します。

①－1多様な主体による
情報発信の回数

①－2記事化件数

②民間企業等との連携
によるスマートフォン講座
開催回数

①－1 累計
6871回（年12
回）
※2024年度実
績が確定した
ため修正しま
す。

①－2 12件

②3回15回
※民間企業の
協力により実
施回数が増え
たため修正し
ます。

◎

①－1累計70回（11回）
市の関係団体による町田の魅力発
信として、記者会見を1回、FAX・
WEBリリースを10回実施しました。

①－2 6件
メディアに取り上げられやすいタイミ
ングや切り口で発信するなどの工
夫をしたことで、新聞等に4件、
WEB記事に2件掲載されました。

②14回
「広報まちだ」を電子媒体で読むこ
とが出来るよう、民間企業の協力を
得て、70歳以上の高齢者を対象
に、スマートフォン講座(130人受講)
を開催しました。

①-1
引き続き、各団体と連携
し、町田の魅力を積極的
に発信していきます。

①－2
秋のイベント関連の情報
発信を強化するなど、メ
ディアにより多くの記事
が取り上げられるよう取り
組みます。

②
受講者アンケートの結果
を分析し、電子媒体の利
用促進に向けた課題と
対応策を検討します。
また、スマートフォン講座
を企画実施している庁内
各課との情報連携を図り
ます。

①-1：累計81回（22回）
・庁内の所管部署を通じて、市の関係団体と
今年度の取組や情報発信の方法などの意見
交換を行いました。
・市の魅力に寄与する各団体の取組につい
て、記者会見を3回、FAX・WEBリリースを19回
実施しました。

①-2：20件
・メディアに取り上げられやすいタイミング及び
切り口での発信を行うことで、新聞記事に15
回、WEB記事に5回取り上げられました。
・効果的に情報発信出来たことで広告換算費
は6,000万円を超えました。

②：22回
・高齢者が知りたい情報をスムーズに受け取
れるよう、民間企業の協力を得てスマートフォ
ン講座を開催しました。当初は3回を予定して
いましたが、希望者全員が受講出来るよう18
回（175人受講）実施しました。受講者の満足
度は95％超と非常に高く、ニーズに合った内
容を提供することが出来ました。また、今後、
同様の講座を開催する際の参考となるよう受
講者アンケートから得られた内容を庁内関係
課と共有しました。
・電子媒体等の情報ツールの活用について、
広報まちだで3回、町内会・自治会を通じてチ
ラシ配布により1回周知しました。

①-1：累計81
回（22回）

①-2：20件

②：22回

A

A:当初の
目標を大
幅に上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

【課題】
・引き続き、多様な
主体が情報発信す
るための場を提供
する必要がありま
す。
・市の情報が全市
民に届くよう、情報
ツールの周知に継
続的に取り組む必
要があります。
・即時的な情報を
受け取れるよう電子
媒体の活用を推進
していく必要があり
ます。

【対応】
・情報ツールの周
知を継続的に行い
ます。
・電子媒体で情報
を得られる市民が
増えるよう、利用し
やすい電子媒体を
提供します。

B

B:目標ど
おり整理
完了した
ことに加
えて、次
年度予
定してい
た取組を
一部前
倒しで実
施するこ
とができ
たためで
す。

【課題】
・調査・ヒアリング結
果や専門的知見等
を踏まえ、広報まち
だの新たな発行様
態へ移行するため
の準備を進める必
要があります。
・市民が漏れなく情
報を得られる環境を
整える必要がありま
す。

【対応】
・見直し方針を決定
します。
・デジタル媒体での
情報発信を強化し
ます。

・町田ちょこっとアンケートを4月に、
また、広報活動に関する市民意識
調査を7月～8月に実施しました。
加えて、声の広報や点字版広報の
利用者にも利用状況等についてヒ
アリングを実施しました。

・他自治体（主に多摩25市）や事業
者に作成・配布等について幅広くヒ
アリングを実施しました。

・民間提案制度を活用し、9月から
専門的知見があるアドバイザーを
交えた検討を開始しました。

・アンケート、意識調査
及びヒアリング等の結果
を踏まえ、広報まちだの
最適な発行様態等につ
いて整理します。

・当初予定していた調査や他自治体、事業者
へのヒアリングに加え、声の広報や点字版利
用者へのヒアリングも実施しました。その結
果、市民等の求める広報のあり方について、
情報を多角的に把握することができました。

・民間提案制度を活用して採用した4人のアド
バイザーの知見を取り入れ、今後の広報のあ
り方について検討を進めました。

・市民等が必要な情報を取得できるよう、各種
広報ツールを組み合わせて情報到達の総量
を伸ばしていくための仕組みを作成しました。

・市民意見をもとに、新たな判型、ページ数、
デザイン等を取り入れた広報紙面を試作しま
した。また、情報収集・検討過程で得た新たな
技術・手法を試行実施するなど、次年度に予
定していた内容を、一部前倒しで実施しまし
た。なお、新たな手法を取り入れた紙面は市
民から多くのお褒めの言葉をいただくことがで
きました。

整理完了



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

B

B:目標を
達成した
ことに加
えて、グ
レーバッ
チ取得に
より、広く
信頼性
のある情
報発信
が可能と
なったた
めです。

【課題】
今回導入したツー
ルに限らず、導入
後に活用できてい
るかを注視していく
必要があります。

【対応】
来年度は、導入し
たツール等に蓄積
されているデータに
ついて分析をしてく
予定です。

新たな広報活動支援
ツールの導入について
検討を行います。

上半期の2件に加え、以下の2件が実現しまし
た。
・町田市公式Xについて、自治体の公式アカ
ウントであり、信頼性の高い情報発信を証明
するグレーバッジを取得しました。なりすましの
被害を防ぐとともに、ユーザーのタイムライン
に表示されやすくなり、幅広い情報発信が可
能になりました。
・CMSのバージョンアップを行い、以前から要
望があった作成したページの二次元コードを
出力する機能を搭載しました。

4件

4

個
別
計
画

全庁的な広報
力の向上

一人ひとりが広報担当として効果的に情報発信で
きるよう、職員の広報力の向上を図ります。

①WEBリリースがより効果的に拡散されるよう、記事
の内容をブラッシュアップするとともに、リリース先を
検証し、記事に応じて適したリリース先を選定しま
す。

②WEBリリース件数
市が発信した情報を電子媒体で受け取る人が増え
ている状況から、WEBリリースに積極的に取り組み
ます。

③実践的な広報力向上研修を実施します。

①WEB広告換算費

②WEBリリース件数

③研修受講人数

①23億円

②120件

③130人

○

①11億9,900万円
配信先の見直しなどの工夫を行うと
ともに、庁内各課と連携し、56本の
WEBリリースを行いました。その結
果、計1,200サイトに転載され、延べ
閲覧者数は302万人を超えました。

②56本
上半期は、56本のWEBリリースを行
い、計1,200サイトに転載されまし
た。延べ閲覧者数は302万人を超
えています。

③172人
情報発信のスキルなど、研修で学
んだことを年度内に実践できるよ
う、5月に「今日から使える！伝わる
広報研修」(88人受講)、「思わずメ
ディアが取材したくなる！伝わる広
報研修」(43人受講)を、また、6月に
管理職対象の「シティプロモーショ
ン研修」(41人受講)を実施しまし
た。

①②
WEBリリースの有効性を
庁内に周知し、活用を推
進していきます。

③研修のアフターフォ
ローとして、受講者が実
践した内容を収集し、全
庁で共有します。

①30億円
②140件
・年間を通じて、配信先の見直しや庁内各課
との連携強化に努め、戦略的な情報発信を推
進しました。
・上半期の実績を踏まえ、下半期はWEBリリー
スの有効性を庁内に広く周知し、更なる活用
を促しました。各課からの情報提供が質・量と
もに向上したことにより、140件のWEBリリース
を行い、広告換算費は目標を超える30億円を
達成することができました。
・140件のWEBリリースに対して、4800のサイト
に転載され、閲覧者は25万人を超えました。
③：172人
・計画的に複数の実践的な研修を年度当初
に実施しました。
・受講者ニーズに沿った研修内容にしたこと
により、目標の130人を大幅に上回る172人の
職員が受講しました。

①30億円

②140件

③172人

A

A:当初の
目標を大
幅に上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

【課題】
・引き続き、受講者
ニーズに沿った研
修を年度初めに実
施する必要がありま
す。
・WEBリリースの活
用をさらに推進する
必要があります。

【対応】
・情報発信への意
欲向上やスキル向
上などにつがる研
修を実施します。
・WEBリリースの有
効性をさらに周知し
ていきます。

5

人
材
育
成

「改革・改善志
向」

広報紙やホームページの編集・作成をより効率的
に行えるよう、デジタル技術等を活用して改善しま
す。

業務の改善数 3件 ○

町田市ホームページ内に、広報ま
ちだの特設ページを開設しました。
また、「広報活動に関する意識調
査」について、新たにオンラインで
の回答受付を行いました。



順
位

進
捗
状
況

評
価

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

引き続き、月に1～2
回のペースでアン
ケート調査を実施し
ます。

4

経
営
改
革
プ
ラ
ン

／
事
務
事
業
見
直
し

デジタルを活
用した新たな
仕組みの導入

「問い合わせの多い意見・提案等の公表」及び「市
民から寄せられた声の月次分析」において庁内で
導入されている生成AIを用いて、業務効率の向上
を図ります。

新たな仕組みの導入 導入 ○

「市民から寄せられた声の月次分
析」において、生成ＡＩを用いて要
約を行うことにより、業務効率を向
上させることができました。

生成ＡＩを用いて、効率
的に上半期分の「問い合
わせの多い意見・提案等
の公表」を行います。ま
た、引き続き「市民から寄
せられた声の月次分析」
も行います。

生成AIを用いて、効率的に「問い合わせの多
い意見・提案等の公表」及び「市民から寄せら
れた声の月次分析」を実施することができまし
た。

導入 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

次年度は生成AIを
用いた業務改善提
案を実施します。

11回
月に1～2回のペースで、11回の
Webアンケート調査を実施しまし
た。

引き続き、月に2回の
ペースでWebアンケート
調査を実施します。
予定しているテーマに加
え、各部署から随時、新
規テーマを受け付けま
す。

24回
追加での実施希望があった際は、他案件との
日程調整を行ったことで年間24回のアンケー
ト調査を実施し、延べ6,000件を超える意見を
収集することができました。
また、実施にあたっては、円滑にアンケートを
行えるよう各課と調整するとともに、アンケート
の趣旨や設問の意図が市民にとってが分かり
やすいものになるようサポートしました。

24回

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、課題を抽
出することにより、
担当部署と連携し、
市民サービスの向
上に努めます。

2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

無作為抽出ア
ンケート調査
の実施

無作為抽出により選出した市民を対象にアンケート
調査を実施し、業務改善につなげます。

調査回数 2回 ○
1回
7～8月に1回目のアンケート調査を
行い、結果の集計を開始しました。

引き続き、アンケート結
果の集計を行い、11月に
公表する予定です。
また、2回目のアンケート
調査を12月に実施し、3
月に結果を公表する予
定です

2回
8月と12月にアンケート調査を実施し、集計結
果を12月と3月に公表しました。
1回目は3テーマで109名に、2回目は2テーマ
で96名に回答いただきました。

2回 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、年2回ア
ンケート調査を実施
することで、市民
ニーズの把握に取
り組みます。

1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

大学と連携し
た応対記録の
分析

大学と連携して、代表電話の応対記録を分析し、
市の改善課題を抽出します。

大学と連携した応対記録
の分析による改善提案
数

計画
類型

5月・6月に青山学院大学・相模原
市との打合せを行い、庁内の7部署
の応対記録を対象とし分析を進め
ることとしました。
7月に青山学院大学のゼミ生から、
先行して分析を行った4部署の応
対記録分析の中間報告を受けまし
た。

2025年11月と12月に予
定している中間報告で
は、より良い分析につな
げられるよう、各種制度
の概要の情報提供等を
行います。
2026年2月に最終報告を
受け、担当部署と改善課
題の抽出に取り組みま
す。

5件
青山学院大学から、2025年11月に2回目の中
間報告を受け、2026年2月に分析結果につい
ての最終報告会を開催しました。
町田市と相模原市の問合せ内容等の比較分
析を通じ、「迷いやすいごみの分別基準を市
民に明確にアナウンスすること」や「オペレー
タのスキルチェックの仕組みを導入すること」
などの改善提案がありました。 また、報告会
の動画配信を通じて、市民から代表電話への
問合せ件数や、代表電話から各課への転送
件数を減らすための課題や改善提案を庁内
に共有できました。

5件5件 ○

3

経
営
改
革
プ
ラ
ン

Webアンケート
調査の実施

Webアンケート調査を実施し、市民の意向や関心を
迅速に把握するとともに、効率的に集計等を行いま
す。

調査回数 20回 ○

部課名 政策経営部広聴課

課の使命 ・町田市へ寄せられる市民の声から、市民ニーズを多角的に分析して政策課題を導き出します。 ・市政に対するご要望やご意見がある人、市政に関する情報が必要な人へ適切な回答・案内・情報提供を実施し、町田市への信頼を高めます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

11月に実施予定です。

87%
講師との丁寧な事前調整により、職員のニー
ズに合った研修会を実施できました。（家事調
停制度説明会）
（アンケートは「役に立つ」「まあまあ役に立つ」
「あまり役に立たない」「役に立たない」「業務
に関連がない」の5つの選択肢で実施。うち
「役に立つ」「まあまあ役に立つ」を選択した割
合。)

87% B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

引き続き市民サー
ビスの向上につな
がる研修会を実施
します。

6

人
材
育
成

「市民志向」
業務関連知識
習得のための
研修会の実施

市民へ適切なご案内を行えるようにすることで市民
サービスの向上を図るため、講師を招き、市役所内
のどの課も参加可能な研修会を実施します。

実施後アンケートにおい
て、今後の業務で役に
立つと回答した参加者の
割合

70% ○
実施に向け、講師と日程及び内容
の調整を進めています。

5

個
別
計
画

出張相談会の
充実

休日や市民センター等施設での無料相談会を行
い、身近で気軽に相談できる機会を増やし、お悩
みの解決に役立てます。

市役所以外での相談会
実施回数

6回 ○
2回
休日や市民センター等での無料相
談会を行いました。

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、関係機
関等と協力して市
民ニーズにあわせ
た相談会が実施で
きるよう検討しま
す。

無料相談会を4回実施す
る予定です。

6回
休日や市民センター等での無料相談会を6回
実施し、相談者のお悩みの解決の一助となる
ことができました。

6回


